
ひまわりクラブ利用料の見直しについて 

１．見直し内容
（１）利用料上限額の変更 
   国の運営費の考え方を参考に上限を月額6,900円から 8,400円に変更
し、高所得世帯からは一定の負担をいただくことで、低所得世帯及び多
子世帯の負担の軽減を図る 

（２）多子減免を導入 
多子世帯における子育てに伴う経済的負担の軽減を図るため、第２子を
1/2 免除、第３子以降を無料とする。（※ただし、年収目安 1,000 万円以
降の世帯は対象外とする。） 
同一世帯で 15歳まで（15歳到達後の最初の３月31日まで）の子ども
のうち、最も年齢の高い子どもから数えて２人目の場合を「第２子」、３
人目以降の場合を「第３子以降」とする。 

【兄姉の年齢を 15歳までとした根拠】 
保育料を参考に、ひまわりクラブ対象学年（小学６年生）からプラス３年とし、
15歳（義務教育終了時）までを対象とした。 

（３）免除区分の見直し 
   所得に応じた利用料負担の公平性を高めるため、免除区分の階層を緩や
かにするとともに、年収目安1,000万円以上の区分を新設する。 

（４）年少扶養控除のみなし適用の変更 
   平成 25 年度から実施している年少扶養控除のみなし適用については、
多子減免導入により、子ども一人分のみの適用に変更する。 

  （※ただし、低所得世帯のうち、みなし適用変更に伴い増額となる世帯
については、１年間の激変緩和措置を設け、負担の軽減を図る。） 

２．見直し時期
平成 30年４月から新利用料での運用を開始する。 

３．利用料収入額見込み（平成30年度見込み）

４．次期見直しのタイミングについて
 新潟市子ども・子育て支援事業計画（新・すこやか未来アクションプラン）
更新時とする。 
計画更新時の利用者数の見込みから、今後の運営費を試算し、その結果をも
とに放課後児童クラブ検討部会等で見直しの是非を諮ることとする。 

現行 見直し後 現行との差 

利用料収入額 469,990 千円 478,510 千円 8,520 千円 

事業費に占める 
利用料の割合 

28.0％ 28.5％ 0.5％ 

（参考）国の運営費の考え方 

月額 8,400円
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ひまわりクラブ利用料の見直し内容（案）

１．見直し内容

　①利用料金上限の変更（6,900円→8,400円）※国の運営費の考え方より

　②多子世帯の負担軽減を導入：第2子を1/2免除、第3子以降を無料※ただし、年収目安1,000万円以上の世帯は対象外

　③免除区分の見直し

　④年少扶養控除のみなし適用を子ども一人分のみの適用とする。(現行3,450円の世帯のうち、利用料が増額となる世帯については、現行の金額のままとする。）

２．現行との比較

【現行】 【④年少扶養控除みなし適用を子ども一人分のみ適用とする。】 【新料金表（①多子減免＋②免除区分見直し＋③上限変更）】

第1子 第2子（1/2）

生活保護 0円 56人 100% 生活保護 0円 56人 100% 生活保護 0円 0円 56人 100%

市民税非課税 2,300円 587人 67% 市民税非課税 2,300円 587人 67% 市民税非課税 2,300円 1,150円 587人 73%

～1万円未満
（～300万円未満）

3,450円 1,042人 50% ～1万円未満
（～300万円未満）

3,450円 553人 50% ～4万8600円未満
（～330万円未満）

3,450円 1,700円 1,739人 59%

～23万5000円未満
（300万円以上～800万円未満）

4,600円 4,367人 33% ～23万5000円未満
（300万円以上～800万円未満）

4,600円 4,839人 33% ～9万7000円未満
（330万円以上～470万円未満）

2,300円 1,418人 45%

23万5000円以上
（800万円以上）

6,900円 1,711人 0% 23万5000円以上
（800万円以上）

6,900円 1,728人 0% ～14万円未満
（470万円以上～600万円未満）

5,550円 2,800円 1,054人 34%

計 7,763人 計 7,763人 ～23万5000円未満
（600万円以上～800万円未満）

6,500円 3,250円 1,181人 23%

～33万6000円未満
（800万円以上～1,000万円未

満）
7,450円 3,700円 590人 11%

33万6000円以上
（1,000万円以上）

8,400円 8,400円 1,138人 0%

計 7,763人

人数
(H28.4月現在）

8,400円に対
する免除率

市民税所得割額
(年収目安）

利用料 人数
(H28.4月現在）

免除率 市民税所得割額
(年収目安）

人数
(H28.4月現在）

利用料 免除率 市民税所得割額
(年収目安）

利用料

4,600円
(一部の方3,450円)

【現行の年少扶養控除のみなし適用】

平成23年度の税制改正に伴い、年少扶養親族（16歳

未満）に対する扶養控除及び特定扶養親族（16歳～19

歳未満）に対する扶養控除の上乗せ部分の廃止による影

響を緩和させるために、年少扶養控除があったものとみな

して利用料を決定する。

【見直し後の年少扶養控除のみなし適用】

年少扶養親族（16歳未満）一人分の年少扶養控除が

あったものとみなして利用料を決定する。
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ひまわりクラブ利用料見直し　影響人数・世帯数 資料２－２

【現行】 【年少扶養控除一人分のみ適用】 【多子を反映】（児童数） （世帯数）

１人目 ２人目 ３人目

0.742 0.246 0.012

生活保護 0円 56人 41人 14人 1人 27世帯 13世帯 1世帯

市民税非課税 2,300円 587人 436人 144人 7人 292世帯 137世帯 7世帯

～1万円未満
（～300万円未満）

3,450円 1,042人 新区分③となり、増減なしの方 1,009人 748人 249人 12人 499世帯 237世帯 12世帯

～23万5000円未満
（～800万円未満）

4,600円 4,367人 新区分④となり、1,150円増額の方 33人 24人 8人 1人 16世帯 7世帯 1世帯

23万5000円以上
（800万円以上）

6,900円 1,711人

【新区分】

新区分③となり、1,150円減額の方 730人 542人 180人 8人 362世帯 172世帯 8世帯

第1子 第2子（1/2） 新区分④となり、増減なしの方 1,385人 1,028人 340人 17人 688世帯 323世帯 17世帯

① 生活保護 0円 0円 56人 4,367人のうち 新区分⑤となり、950円増額の方 1,054人 782人 259人 13人 523世帯 246世帯 13世帯

② 市民税非課税 2,300円 1,150円 587人 新区分⑥となり、1,900円増額の方 1,181人 876人 291人 14人 585世帯 277世帯 14世帯

③ ～4万8600円未満
（～330万円未満）

3,450円 1,700円 1,739人 新区分⑦となり、2,850円増額の方 17人 13人 3人 1人 10世帯 2世帯 1世帯

④ ～9万7000円未満
（～470万円未満）

4,600円 2,300円 1,418人

⑤ ～14万円未満
（～600万円未満）

5,550円 2,800円 1,054人 1,711人のうち 新区分⑦となり、550円増額の方 573人 425人 141人 7人 284世帯 134世帯 7世帯

⑥ ～23万5000円未満
（～800万円未満）

6,500円 3,250円 1,181人 新区分⑧となり、1,500円増額の方 1,138人 844人 280人 14人 564世帯 266世帯 14世帯

⑦ 33万6000円未満
（1,000万円未満）

7,450円 3,700円 590人 【増額】　 【増額】　

⑧ 33万6000円以上
（1,000万円以上）

8,400円 8,400円 1,138人 【減額】　 【減額】　

計 7,763人 【影響なし】 【影響なし】

計 計

2,525世帯

市民税所得割額
(年収目安）

利用料 人数
(H28.4月現在）

こども１人世帯 こども２人世帯 こども３人世帯

市民税所得割額
(年収目安）

利用料

人数
(H28.4月現在）

3,234人

2,237人 1,698世帯

2,292人 1,536世帯

7,763人 5,759世帯

（-1,150） （-2,300）

（-1,750） （-3,450）

（-1,150） （-2,900） （-4,600）

（-2,300） （-4,600）

（+950）

（+1,900）

（+2,850）

（-1,800） （-4,600）

（-1,350） （-4,600）

（-1,150） （-3,450）

（-1,750） （-5,200）

（-1,150） （-4,050） （-8,650）

（-2,300） （-6,900）

（+950）

（+1,900）

（+2,850）

（-850） （-5,450）

（+550） （-4,050）

（-900） （-4,600） （+1,950） （-2,650）

（+1,500） （+1,500） （+1,500） （+1,500） （+3,000） （+4,500）

（+550） （-3,200） （-6,900） （+550） （-2,650） （-9,550）

激変緩和により、

1年間は
3,450円とする

（±0）

（±0）

（±0） （±0）

（±0） （±0） （±0） （±0） （±0） （±0）

（±0）

（±0）
1,042人のうち

（-3,450）（-1,750）（±0） （±0) （-1,750） （-5,200）
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多子減免の考え方

多子世帯における子育てに伴う経済的負担の軽減を図るため、第２子を
1/2免除、第３子以降を無料とする。
ただし、年収目安1,000万円以上の世帯は対象外とする。

(例） 中学校３年生、小学校５年生、小学校１年生のきょうだいの場合

中学校３年生

※同一世帯で15歳（中学校3年生）まで（15歳到達後の最初の３月31日
まで）の子どものうち、最も年齢の高い子どもから数えて２人目の場合を「第
２子」、３人目以降の場合を「第３子以降」とする。

１年後

ひまわりクラブ利用 ひまわりクラブ利用

中学校３年生
（第１子）

小学校５年生
（第２子：半額）

小学校１年生
（第３子：無料）

小学校６年生
（第１子）

小学校２年生
（第２子：半額）

資料２－３
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年少扶養控除みなし適用変更の考え方

平成25年度から実施している年少扶養控除のみなし適用については、
多子減免導入により、16歳未満の子ども一人分のみの適用に変更する。
ただし、低所得世帯のうち、みなし適用変更に伴い増額となる世帯につい
ては、１年間の激変緩和措置を設け、負担の軽減を図る。

【年少扶養控除のみなし適用を子ども一人分のみとした理由】

多子世帯については、多子減免導入により負担の軽減が図られるが、子
ども一人世帯については、多子減免の適用が無いため、年少扶養控除を
廃止すると、見直し前と比べ負担増になる可能性があるため。

平成23年度の税制改正に伴い、年少扶養親
族（16歳未満）に対する扶養控除及び特定扶養
親族（16歳～19歳未満）に対する扶養控除の
上乗せ部分の廃止による影響を緩和させるため
に、年少扶養控除があったものとみなして利用
料を決定する。

年少扶養親族（16歳未満）一人分の年少
扶養控除があったものとみなして利用料を
決定する。

現行 見直し後

料を決定する。

【年少扶養控除の額】
16歳未満の人数2人
21,300円×2＝42,600円

150,000円 - 42,600円 ＝ 107,400円

（小学校６年生）

月額4,600円

（小学校２年生）

月額4,600円

【年少扶養控除の額】
子ども一人分のみの適用

21,300円

150,000円 - 21,300円 ＝ 128,700円

（小学校６年生）

月額5,550円
（第１子）

（小学校２年生）

月額2,800円
（第２子：半額）

(例） 子ども2人世帯（小学校6年生、小学校2年生のきょうだいの場合）
父親の所得割額：100,000円、母親の所得割額50,000円、計150,000円
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平成２９年度 新潟市放課後児童クラブ支援員処遇改善内容

3-1 

（１）経験等に応じた処遇改善（国処遇改善）

  放課後児童支援員の勤続年数に併せて、研修実績に応じた人件費の加算を行う。

（別紙：厚生労働省「放課後児童支援員の経験等に応じた処遇改善のイメージ」）

  ・平成２９年度予算額：６６，０００千円

（２）ひまわりクラブ支援員人件費一律２．５％アップ（市独自処遇改善）

  平成２８年度比較で、人件費の２．５％を指定管理料に上乗せする。

  ・平成２９年度予算額：３１，３５５千円

計９７，３５５千円の処遇改善を行う。

※実際の給与金額等は各指定管理者によって異なる。
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